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  2013 年 7 月 2 日 
 

豪豪州州準準備備銀銀行行のの金金融融政政策策とと豪豪ドドルル相相場場のの見見通通しし  
 
平素は弊社の投資信託に格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 
弊社のファンド「アジア・オセアニア債券オープン（毎月決算型）（愛称 アジオセ定期便）」の主要

投資対象である「ＬＭ・オーストラリア債券ファンド（適格機関投資家専用）」の運用を行っているレ

ッグ・メイソン・アセット・マネジメント株式会社が、豪州準備銀行の金融政策と豪ドル相場の見通し

について、以下のようなコメントを発表しておりますのでお知らせ致します。 
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豪州準備銀行の金融政策と豪ドル相場の見通し  

  

 

 

【RBAは政策金利を2.75％で据え置き】 

豪州準備銀行（RBA）は 7 月 2 日の金融政策決定会合で、政策金利を 2.75％で据え置く決定をしま

した。前回 6 月 4 日の会合に続いて、利下げ効果の見極めのため、様子見姿勢を継続したと考えられ

ます。  
金融政策決定会合の声明文の中では、「景気下支えのため必要であれば追加利下げを実施する」旨の

文言は残されました。金融市場では、年内残り 0.25％の追加利下げを予想する見方が大勢となってい

ます。 
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【消費者心理および製造業活動に回復の兆し】 

一方、足元の豪州景気には、消費者センチメントや製造業活動の面で回復の兆しが見え始めました。

2013 年 6 月の消費者信頼感指数は 5 月の 97.6 から 102.2 へ上昇し、消費者心理の改善を示しまし

た。2013 年度政府予算案（5 月 14 日公表）で景気に配慮した適度な財政規律維持の方針が示された

ことや、金利低下による家計の購買意欲改善などが背景と考えられます。  
一方、製造業景気指数（PMI）は、4 年振りの低水準となった 2013 年 4 月の 36.7 から 6 月には

49.6 へ大幅に改善しました。PMI の内訳では、新規受注や生産活動に改善がみられ、低迷が続いて

きた製造業にも安定化の兆しが出てきました。PMI 調査を集計した業界団体によれば、企業活動改善

の要因として、RBA による利下げ効果に加えて、豪ドル安の進展によって豪州企業が安価な輸入品

に対する国内での価格競争力を取り戻しつつあること、などが指摘されています。  
ブルームバーグ集計のコンセンサス調査によれば、豪州の実質GDP成長率は2013年が2.5％、2014

年が 2.8％と、緩やかな景気回復が予想されています。   

  

 

【投機筋による豪ドル売りにも一巡の兆し】 

5 月下旬以降、米国の量的金融緩和の縮小観測から通貨安圧力が高まった豪ドル相場も、足元では

徐々に安定化へ向かいつつあります。 
米シカゴ・マーカンタイル取引所（CME）に上場する豪ドル先物の投機筋ポジション（買いポジ

ション-売りポジション）は、6 月 18 日の－63,521 枚から 6 月 25 日には－61,644 枚へ売りポジショ

ンが小幅縮小しました。3 週連続で豪ドル・ポジションは－6 万枚台での推移となり、投機筋による

豪ドル売りポジションの構築にも一巡の兆候が見られます。 
 

年年



 

■本資料は、特定のファンドに関する情報提供を目的として岡三アセットマネジメント株式会社が作成したものであり、ファンドの投資

勧誘を目的として作成したものではありません。■本資料に掲載されている市況見通し等は、本資料作成時点でのレッグ・メイソン・ア

セット・マネジメント株式会社の見解であり、将来予告なしに変更される場合があります。また、将来の運用成果を保証するものでもあ

りません。■本資料は当社が信頼できると判断した情報を基に作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。

■投資信託の取得の申込みに当たっては、投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので必ず内容をご確認の上、投資判断はお客

様ご自身で行っていただきますようお願いします。 
 - 3 -

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                      

  
以  上 

【豪ドルの対円相場は早晩安定を取り戻す見通し】 

また、豪ドルは、対円相場では一時、1 豪ドル＝90 円割れとなったものの、円安・米ドル高の進

展によって、7 月 2 日 13 時 30 分現在（日本時間）では 1 豪ドル＝91.5 円前後での推移となってい

ます。  
2013 年後半の豪ドル相場は、以下の三つの点から一段と安定感を増すものと考えられます。  
第一に、米量的金融緩和の縮小に関する金融市場の過度な懸念が後退し、米長期金利が安定化に向

かえば、為替市場においても投資家のリスク回避姿勢が修正され、豪ドル買い戻しの動きが進む可能

性があります。既に足元では、米長期金利は 6 月 25 日の 2.61％をピークに 2.4％台まで低下が進ん

でいます。  
第二に、既に金融市場では 8 月以降の RBA 金融政策決定会合での 0.25％の利下げが織り込まれて

おり、2013 年末に向けては利下げ局面終了により金融政策面での豪ドル安圧力は徐々に緩和するも

のと見込まれます。ブルームバーグ集計のコンセンサス調査では、2013 年末の RBA の政策金利は

2.50％と予想されています。  
第三に、今年秋（当初は 9 月 14 日予定）に実施予定の豪州の総選挙では、ビジネス業界に好意的

な政策方針を持つ保守連合（自由党・国民党）による政権交代が起きる可能性が高まっています。政

権交代を契機に豪州の政治的停滞感が払しょくされれば、消費者や企業のセンチメントの一段の改善

を通じて、豪州景気や豪ドル相場に持ち直しの動きが広まることが期待されます。     

 

年/月 年/月 
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「アジア・オセアニア債券オープン（毎月決算型）愛称 アジオセ定期便」に関する留意事項 

 
 
【 岡三アセットマネジメントについて 】 

商号 岡三アセットマネジメント株式会社 
岡三アセットマネジメント株式会社は、金融商品取引業者として投資運用業、投資助言・代理業および
第二種金融商品取引業を営んでいます。登録番号は、関東財務局長（金商）第 370 号で、一般社団法
人投資信託協会および一般社団法人日本投資顧問業協会に加入しています。 

 
【 当ファンドのリスク等 】 
■投資者の皆様の投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資

元本を割り込むことがあります。投資信託は預貯金と異なります。投資信託財産に生じた利益および
損失は、すべて投資者の皆様に帰属します。ファンドは、アジア・オセアニア地域の債券等値動きのあ
る有価証券等に投資しますので、組入れた有価証券等の価格の下落等の影響により、基準価額が下
落し、損失を被ることがあります。また、外貨建資産に投資しますので、為替相場の変動により損失を
被ることがあります。 

■当ファンドの基準価額の変動要因としては、主に、「金利変動リスク」、「為替変動リスク」、「信用リス
ク」、「カントリーリスク」、「流動性リスク」、「組入債券の期限前償還のリスク」があります。 
※詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）の【投資リスク】をご参照下さい。 

■投資信託のお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリングオフ）の適用はありません。 

■投資信託は預金商品や保険商品ではなく、預金保険、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、登録金融機

関が取扱う投資信託は、投資者保護基金の対象とはなりません。 
■分配金は、預貯金の利息とは異なり、ファンドの純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、基

準価額は下がります。分配金は、計算期間中に発生した収益を超えて支払われる場合があるため、分配金の水準は、必ずし

も計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。また、投資者の購入価額によっては、分配金の一部または

全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額

の値上がりが小さかった場合も同様です。 

※詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）の【収益分配金に関する留意事項】をご参照下さい。 
 
【 お客様にご負担いただく費用 】 
■お客様が購入時に直接的に負担する費用 

購 入 時 手 数 料：購入価額×購入口数×上限 3.15％（税込み）   ※詳しくは販売会社にご確認ください。 

■お客様が換金時に直接的に負担する費用 

換 金 時 手 数 料：ありません。 

信託財産留保額：換金申込受付日の翌営業日の基準価額×0.1％ 

■お客様が信託財産で間接的に負担する費用 

運用管理費用（信託報酬） 

：純資産総額×年率1.092％（税込み） 

運用管理費用（信託報酬）の実質的な負担 

：純資産総額×上限年率1.575％（税込み） 
※実質的な負担とは、当ファンドが投資対象とする投資信託証券の信託報酬を含めた報酬です。なお、実質的な運用管理費

用（信託報酬）は目安であり、投資信託証券の実際の組入比率により変動します。 

その他費用・手数料 

監査費用：純資産総額×年率0.0126％（税込み）  
※有価証券等の売買に係る売買委託手数料、投資信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用、海外における

資産の保管等に要する費用等を投資信託財産でご負担いただきます。また、投資対象とする投資信託証券に係る前記の

費用等を間接的にご負担いただきます。 

（監査費用を除くその他費用・手数料は、運用状況等により変動するため、事前に料率・上限額等を示すことはできません。）

○お客様にご負担いただく費用につきましては、運用状況等により変動する費用があることから、事前
に合計金額もしくはその上限額またはこれらの計算方法を示すことはできません。 

※詳しくは、「投資信託説明書（交付目論見書）」の【手続･手数料等】をご参照ください。 
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■販売会社について                   2013 年 7 月 2 日現在 
 
 

 
日本証券業

協会

一般社団法人
日本投資

顧問業協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融
商品取引業

協会

（金融商品取引業者）

岡三証券株式会社 関東財務局長（金商）第53号 ○ ○

岡三オンライン証券株式会社 関東財務局長（金商）第52号 ○ ○

アーク証券株式会社 関東財務局長（金商）第1号 ○

あかつき証券株式会社 関東財務局長（金商）第67号 ○

飯塚中川証券株式会社 福岡財務支局長（金商）第1号 ○

今村証券株式会社 北陸財務局長（金商）第3号 ○

永和証券株式会社 近畿財務局長（金商）第5号 ○

ＳＭＢＣフレンド証券株式会社 関東財務局長（金商）第40号 ○

株式会社ＳＢＩ証券 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○

香川証券株式会社 四国財務局長（金商）第3号 ○

カブドットコム証券株式会社 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○

極東証券株式会社 関東財務局長（金商）第65号 ○ ○

寿証券株式会社 東海財務局長（金商）第7号 ○

坂本北陸証券株式会社 北陸財務局長（金商）第5号 ○

三縁証券株式会社 東海財務局長（金商）第22号 ○

静岡東海証券株式会社 東海財務局長（金商）第8号 ○

島大証券株式会社 北陸財務局長（金商）第6号 ○

株式会社証券ジャパン 関東財務局長（金商）第170号 ○

上光証券株式会社 北海道財務局長（金商）第1号 ○

荘内証券株式会社 東北財務局長（金商）第1号 ○

大山日ノ丸証券株式会社 中国財務局長（金商）第5号 ○

頭川証券株式会社 北陸財務局長（金商）第8号 ○

長野證券株式会社 関東財務局長（金商）第125号 ○

奈良証券株式会社 近畿財務局長（金商）第25号 ○

播陽証券株式会社 近畿財務局長（金商）第29号 ○

光証券株式会社 近畿財務局長（金商）第30号 ○ ○

ふくおか証券株式会社 福岡財務支局長（金商）第5号 ○

益茂証券株式会社 北陸財務局長（金商）第12号 ○ ○

マネックス証券株式会社 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○

丸福証券株式会社 関東財務局長（金商）第169号 ○

水戸証券株式会社 関東財務局長（金商）第181号 ○ ○

明和證券株式会社 関東財務局長（金商）第185号 ○

八幡証券株式会社 中国財務局長（金商）第7号 ○

山和証券株式会社 関東財務局長（金商）第190号 ○

楽天証券株式会社 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○

阿波証券株式会社 四国財務局長（金商）第1号 ○

愛媛証券株式会社 四国財務局長（金商）第2号 ○

三京証券株式会社 関東財務局長（金商）第2444号 ○

三晃証券株式会社 関東財務局長（金商）第72号 ○

野畑証券株式会社 東海財務局長（金商）第18号 ○

武甲証券株式会社 関東財務局長（金商）第154号 ○

（登録金融機関）

株式会社イオン銀行 関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社沖縄海邦銀行 沖縄総合事務局長（登金）第3号 ○

株式会社西京銀行 中国財務局長（登金）第7号 ○

株式会社静岡中央銀行 東海財務局長（登金）第15号 ○

株式会社ジャパンネット銀行 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

商号 登録番号

加入協会


